
人
事
院
は
、
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則
九
─
八
（
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準

）
の
一
部
改
正
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
二
月
一
日

人
事
院
総
裁

一

宮

な
ほ
み

人
事
院
規
則
九
─
八
─
八
三

人
事
院
規
則
九
─
八
（
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
九
─
八
（
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

「

「

派
遣
職
員
の
派
遣
の
期
間

別
表
第
八
中

派
遣
職
員
の
派
遣
の
期
間

を
」

勤
務
時
間
法
第
１
６
条
に
規
定
す
る
介
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「

に
改
め
、

勤
務
時
間
法
第
１
６
条
に
規
定
す
る
介
護
休
暇
の
期
間

以
下

を
削
る
。

護
休
暇
の
期
間

」

」

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

改
正
後
の
規
則
九
─
八
別
表
第
八
の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
以
後
の
介
護
休
暇
の
期
間
に
つ
い
て
適
用
し
、
同

日
前
の
介
護
休
暇
の
期
間
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２ － １
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人事院規則九―八―八三 新旧対照表

改 正 後 改 正 前

別表第八 休職期間等換算表（第四十四条関係） 別表第八 休職期間等換算表（第四十四条関係）

休職等の期間 換算率 休職等の期間 換算率

（略） （略）

派遣職員の派遣の期間 以下 派遣職員の派遣の期間 以下

勤務時間法第１６条に規定

する介護休暇の期間

（略） （略） （略） （略）

専従許可の有効期間 以下 専従許可の有効期間 以下

（削る） （削る） 勤務時間法第１６条に規定 以下

する介護休暇の期間

（略） （略） （略） （略）

備考 （略） 備考 （略）

２

３

２

３

１

２

３

３

３

３
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人
事
院
は
、
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則
九
―
四
〇
（
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
）
の

一
部
改
正
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
二
月
一
日

人
事
院
総
裁

一

宮

な
ほ
み

人
事
院
規
則
九
―
四
〇
―
四
七

人
事
院
規
則
九
―
四
〇
（
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
九
―
四
〇
（
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
一
条
第
二
項
中
第
十
二
号
を
第
十
三
号
と
し
、
同
項
第
十
一
号
中
「
一
日
の
勤
務
時
間
の
一
部
に
つ
い
て
」
を
削
り
、

「
日
が
九
十
日
」
を
「
期
間
が
三
十
日
」
に
、
「
期
間
」
を
「
全
期
間
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
十
二
号
と
し
、
同
項
中
第

十
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
一

勤
務
時
間
法
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
介
護
時
間
の
承
認
又
は
規
則
一
五
―
一
五
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る

同
条
第
二
項
第
七
号
の
休
暇
の
承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な
か
つ
た
期
間
が
三
十
日
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
勤
務
し
な

か
つ
た
全
期
間
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附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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○

人
事
院
規
則
九
―
四
〇
―
四
七

新
旧
対
照
表

改

正

後

改

正

前

（
勤
勉
手
当
に
係
る
勤
務
期
間
）

（
勤
勉
手
当
に
係
る
勤
務
期
間
）

第
十
一
条

前
条
に
規
定
す
る
勤
務
期
間
は
、
給
与
法
の
適
用
を
受
け
る
職
員
と

第
十
一
条

（
同
上
）

し
て
在
職
し
た
期
間
と
す
る
。

２

前
項
の
期
間
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
を
除
算
す
る
。

２

（
同
上
）

一
～
十

（
略
）

一
～
十

（
同
上
）

十
一

勤
務
時
間
法
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
介
護
時
間
の
承
認
又
は
規
則

（
新
設
）

一
五
―
一
五
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
二
項
第
七
号
の
休
暇
の

承
認
を
受
け
て
勤
務
し
な
か
つ
た
期
間
が
三
十
日
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ

の
勤
務
し
な
か
つ
た
全
期
間

十
二

育
児
休
業
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
時
間
の
承
認
を

十
一

育
児
休
業
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
時
間
の
承
認
を

受
け
て
勤
務
し
な
か
つ
た
期
間
が
三
十
日
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
勤
務

受
け
て
一
日
の
勤
務
時
間
の
一
部
に
つ
い
て
勤
務
し
な
か
つ
た
日
が
九
十
日

し
な
か
つ
た
全
期
間

を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
勤
務
し
な
か
つ
た
期
間

十
三

基
準
日
以
前
六
箇
月
の
全
期
間
に
わ
た
つ
て
勤
務
し
た
日
が
な
い
場
合

十
二

（
同
上
）

に
は
、
前
各
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
全
期
間
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給実甲第●●●●号

平成２８年１２月１日

人 事 院 事 務 総 長

給実甲第２２０号の一部改正について（通知）

給実甲第２２０号（期末手当及び勤勉手当の支給について）の一部を下記のと

おり改正したので、平成２９年１月１日以降は、これによってください。

記

第２項第２号中「第２０条第３項」の次に「若しくは第２０条の２第３項」を

加える。

第３１項第１号中「第１１号」を「第１２号」に改める。

以 上
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給実甲第２２０号 新旧対照表（給実甲第●●●●号関係）

改 正 後 改 正 前

２ 期末手当及び勤勉手当の計算の基礎となる給与 ２ （同左）

月額は、次に定めるところによる。

一 （略） 一 （同左）

二 給与法第１５条、育児休業法第２６条第２項 二 給与法第１５条、育児休業法第２６条第２項

、勤務時間法第２０条第３項若しくは第２０条 、勤務時間法第２０条第３項、法科大学院派遣

の２第３項、法科大学院派遣法第７条第２項、 法第７条第２項、矯正医官の兼業の特例等に関

矯正医官の兼業の特例等に関する法律（平成２ する法律（平成２７年法律第６２号）第４条第

７年法律第６２号）第４条第４項、規則１―３ ４項、規則１―３９（構造改革特別区域におけ

９（構造改革特別区域における人事院規則の特 る人事院規則の特例に関する措置）第２条第４

例に関する措置）第２条第４項（同規則第３条 項（同規則第３条第２項又は第４条第２項にお

第２項又は第４条第２項において準用する場合 いて準用する場合を含む。）、規則１４―８（

を含む。）、規則１４―８（営利企業の役員等 営利企業の役員等との兼業）第５項又は規則１

との兼業）第５項又は規則１７―２（職員団体 ７―２（職員団体のための職員の行為）第６条

のための職員の行為）第６条第７項の規定に基 第７項の規定に基づき給与が減額される場合に

づき給与が減額される場合には、減額前の給与 は、減額前の給与月額

月額

三～九 （略） 三～九 （同左）

31 規則第１１条第２項第５号の規則第５条第２項 31 （同左）

第５号ロに係る「人事院の定める期間」は、第２

０項の機関における在職期間（復職後の最初の基

準日（復職した日が基準日であるときは、当該基

準日）以前６箇月以内の期間に限る。）のうち次

に掲げる期間以外の期間とする。

一 規則第１１条第２項第１号から第４号まで又 一 規則第１１条第２項第１号から第４号まで又

は第６号から第１２号までに掲げる期間に相当 は第６号から第１１号までに掲げる期間に相当

する期間 する期間

二 （略） 二 （同左）
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給 実 甲 第 ● ● ● ●号

平成２８年１２月１日

人 事 院 事 務 総 長

給実甲第３２６号の一部改正について（通知）

給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用

について）の一部を下記のとおり改正したので、平成２９年１月１日以降は、こ

れによってください。

なお、この通知による改正後の給実甲第３２６号第３７条関係第１２項⑻及び

⑽の規定は、同日以後の育児休業又は介護休暇について適用し、同日前の育児休

業又は介護休暇については、なお従前の例によってください。

記

第３７条関係第１２項⑵中「⑾」を「⒁」に改め、同項⒆中「平成２８年人事

院指令１４―１（平成２８年熊本地震の被害に伴う職員の職務に専念する義務の

免除に関する臨時措置について）第１項の規定」を「地震、水害、火災その他の

災害の被害に伴う職員の職務に専念する義務の免除に関する臨時措置」に改め、

同項中⒆を(22)とし、⑼から⒅までを⑿から(21)までとし、同項⑻中「国家公務員の

育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号）」を「育児休業法」に改め

、同項中⑻を⑼とし、⑼の次に⑽及び⑾として次のように加える。

⑽ 勤務時間法第１６条に規定する介護休暇
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⑾ 勤務時間法第１６条に規定する介護時間

第３７条関係第１２項中⑺の次に⑻として次のように加える。

⑻ 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号。以下

「育児休業法」という。）第３条第１項に規定する育児休業

以 上
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給実甲第３２６号 新旧対照表（給実甲第●●●●号関係）

改 正 後 改 正 前

第３７条関係 第３７条関係

１～11 （略） １～11 （略）

12 この条の第４項各号の「人事院の定める事由 12 この条の第４項各号の「人事院の定める事由

」は、次に掲げる事由とする。 」は、次に掲げる事由とする。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 勤務時間法第１６条に規定する休暇のうち ⑵ 勤務時間法第１６条に規定する休暇のうち

、年次休暇、公務上の負傷若しくは疾病若し 、年次休暇、公務上の負傷若しくは疾病若し

くは国家公務員災害補償法（昭和２６年法律 くは国家公務員災害補償法（昭和２６年法律

第１９１号。以下「補償法」という。）第１ 第１９１号。以下「補償法」という。）第１

条の２に規定する通勤による負傷若しくは疾 条の２に規定する通勤による負傷若しくは疾

病（派遣法第３条に規定する派遣職員（以下 病（派遣法第３条に規定する派遣職員（以下

「派遣職員」という。）の派遣先の業務上の 「派遣職員」という。）の派遣先の業務上の

負傷若しくは疾病又は補償法第１条の２に規 負傷若しくは疾病又は補償法第１条の２に規

定する通勤による負傷若しくは疾病を含む。 定する通勤による負傷若しくは疾病を含む。

⒁において同じ。）又は国と民間企業との間 ⑾において同じ。）又は国と民間企業との間

の人事交流に関する法律（平成１１年法律第 の人事交流に関する法律（平成１１年法律第

２２４号。以下「官民人事交流法」という。 ２２４号。以下「官民人事交流法」という。

）第１６条、法科大学院への裁判官及び検察 ）第１６条、法科大学院への裁判官及び検察

官その他の一般職の国家公務員の派遣に関す 官その他の一般職の国家公務員の派遣に関す

る法律（平成１５年法律第４０号。以下「法 る法律（平成１５年法律第４０号。以下「法

科大学院派遣法」という。）第９条（法科大 科大学院派遣法」という。）第９条（法科大

学院派遣法第１８条において準用する場合を 学院派遣法第１８条において準用する場合を

含む。）、平成三十二年東京オリンピック競 含む。）、平成三十二年東京オリンピック競

技大会・東京パラリンピック競技大会特別措 技大会・東京パラリンピック競技大会特別措

置法（平成２７年法律第３３号。以下「平成 置法（平成２７年法律第３３号。以下「平成

三十二年オリンピック・パラリンピック特措 三十二年オリンピック・パラリンピック特措

法」という。）第２３条若しくは平成三十一 法」という。）第２３条若しくは平成三十一

年ラグビーワールドカップ大会特別措置法（ 年ラグビーワールドカップ大会特別措置法（

平成２７年法律第３４号。以下「平成三十一 平成２７年法律第３４号。以下「平成三十一

年ラグビーワールドカップ特措法」という。 年ラグビーワールドカップ特措法」という。

）第１０条の規定（以下この項において「特 ）第１０条の規定（以下この項において「特

定規定」という。）により給与法第２３条第 定規定」という。）により給与法第２３条第
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１項及び附則第６項の規定の適用に関し公務 １項及び附則第６項の規定の適用に関し公務

とみなされる業務に係る業務上の負傷若しく とみなされる業務に係る業務上の負傷若しく

は疾病若しくは特定規定に規定する通勤によ は疾病若しくは特定規定に規定する通勤によ

る負傷若しくは疾病に係る病気休暇及び特別 る負傷若しくは疾病に係る病気休暇及び特別

休暇 休暇

⑶～⑺ （略） ⑶～⑺ （略）

⑻ 国家公務員の育児休業等に関する法律（平 （新設）

成３年法律第１０９号。以下「育児休業法」

という。）第３条第１項に規定する育児休業

⑼ 育児休業法第２６条第１項に規定する育児 ⑻ 国家公務員の育児休業等に関する法律（平

時間 成３年法律第１０９号）第２６条第１項に規

定する育児時間

⑽ 勤務時間法第１６条に規定する介護休暇 （新設）

⑾ 勤務時間法第１６条に規定する介護時間 （新設）

⑿～(21) （略） ⑼～⒅ （略）

(22) 地震、水害、火災その他の災害の被害に伴 ⒆ 平成２８年人事院指令１４―１（平成２８

う職員の職務に専念する義務の免除に関する 年熊本地震の被害に伴う職員の職務に専念す

臨時措置による勤務しないことの承認 る義務の免除に関する臨時措置について）第

１項の規定による勤務しないことの承認

13～18 （略） 13～18 （略）
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給実甲第●●●●号

平成２８年１２月１日

人 事 院 事 務 総 長

給実甲第５７６号の一部改正について（通知）

給実甲第５７６号（給与簿等の取扱いについて）の一部を下記のとおり改正し

たので、平成２９年１月１日以降は、これによってください。

記

第１の第２号中「及び介護休暇」を「、介護休暇及び介護時間」に改め、第１

の第１２号、第２の第２項及び第４項並びに第３の第１項第３号中「介護休暇」

の次に「、介護時間」を加える。

第４の第５項第２号ロただし書、第３号ロただし書及びハただし書並びに第４

号ロただし書中「その介護休暇」の次に「、介護時間」を加える。

以 上
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給実甲第５７６号 新旧対照表（給実甲第●●●●号関係）

改 正 後 改 正 前

第１ 用語の定義 第１ 用語の定義

この通達において、次の各号に掲げる用語の意 この通達において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 義は、当該各号に定めるところによる。

一 （略） 一 （略）

二 年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇 二 年次休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休

及び介護時間 それぞれ勤務時間法第１６条 暇 それぞれ勤務時間法第１６条に規定する

に規定する休暇をいう。 休暇をいう。

三～十一 （略） 三～十一 （略）

十二 欠勤 正規の勤務時間中に勤務しないた 十二 欠勤 正規の勤務時間中に勤務しないた

めに給与を減額される場合（介護休暇、介護 めに給与を減額される場合（介護休暇、短従

時間、短従許可、育児時間、勤務時間を割く 許可、育児時間、勤務時間を割く兼業又は勤

兼業又は勤務時間内法科大学院派遣法第４条 務時間内法科大学院派遣法第４条派遣の場合

派遣の場合を除く。）をいう。 を除く。）をいう。

第２ 出勤簿 第２ 出勤簿

１ （略） １ （略）

２ 出勤簿には、職員（一般職の任期付研究員の ２ 出勤簿には、職員（一般職の任期付研究員の

採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（ 採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（

平成９年法律第６５号）第８条の規定の適用を 平成９年法律第６５号）第８条の規定の適用を

受ける職員を除く。）が定時までに出勤したこ 受ける職員を除く。）が定時までに出勤したこ

とを証するために押印等を行い、勤務時間管理 とを証するために押印等を行い、勤務時間管理

員は各職員の年次休暇、病気休暇、特別休暇、 員は各職員の年次休暇、病気休暇、特別休暇、

介護休暇、介護時間、就業禁止期間、短従許可 介護休暇、就業禁止期間、短従許可期間、育児

期間、育児時間、勤務時間を割く兼業、勤務時 時間、勤務時間を割く兼業、勤務時間内法科大

間内法科大学院派遣法第４条派遣及び欠勤の日 学院派遣法第４条派遣及び欠勤の日数及び時間

数及び時間数並びにその他必要とする事項をそ 数並びにその他必要とする事項をその都度記入

の都度記入し、人事院規則１５―１４（職員の し、人事院規則１５―１４（職員の勤務時間、

勤務時間、休日及び休暇）第６条第２項に規定 休日及び休暇）第６条第２項に規定する週休日

する週休日の振替等、勤務時間法第１３条の２ の振替等、勤務時間法第１３条の２第１項の規

第１項の規定に基づく超勤代休時間の指定及び 定に基づく超勤代休時間の指定及び勤務時間法

勤務時間法第１５条第１項の規定に基づく休日 第１５条第１項の規定に基づく休日の代休日の

の代休日の指定については、その都度その旨を 指定については、その都度その旨を表示するも

表示するものとする。 のとする。

３ （略） ３ （略）

４ 勤務時間管理員は、職員が転出した場合には ４ 勤務時間管理員は、職員が転出した場合には

、出勤簿に基づき、当該職員の当該給与期間に 、出勤簿に基づき、当該職員の当該給与期間に

おける当該転出の日の前日までの勤務時間法第 おける当該転出の日の前日までの勤務時間法第

６条第１項に規定する週休日の日数、当該転出 ６条第１項に規定する週休日の日数、当該転出
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後の昇給又は勤勉手当の額の算定に際しその者 後の昇給又は勤勉手当の額の算定に際しその者

の勤務成績を判定する対象となる期間中の病気 の勤務成績を判定する対象となる期間中の病気

休暇、介護休暇、介護時間、就業禁止期間、短 休暇、介護休暇、就業禁止期間、短従許可期間

従許可期間、育児時間、勤務時間を割く兼業及 、育児時間、勤務時間を割く兼業及び欠勤の日

び欠勤の日数及び時間数、その年において使用 数及び時間数、その年において使用した年次休

した年次休暇の日数及び時間数並びにその他必 暇の日数及び時間数並びにその他必要とする事

要とする事項について、これを文書で給与事務 項について、これを文書で給与事務担当者に報

担当者に報告するものとする。 告するものとする。

第３ 勤務時間報告書 第３ 勤務時間報告書

１ 勤務時間報告書には、その給与期間につき、 １ 勤務時間報告書には、その給与期間につき、

次に掲げる事項をそれぞれ転記し又は記入する 次に掲げる事項をそれぞれ転記し又は記入する

。 。

一・二 （略） 一・二 （略）

三 出勤簿に記載されている介護休暇、介護時 三 出勤簿に記載されている介護休暇、短従許

間、短従許可期間、育児時間、勤務時間を割 可期間、育児時間、勤務時間を割く兼業、勤

く兼業、勤務時間内法科大学院派遣法第４条 務時間内法科大学院派遣法第４条派遣及び欠

派遣及び欠勤の時間数 勤の時間数

四～七 （略） 四～七 （略）

２～５ （略） ２～５ （略）

第４ 職員別給与簿 第４ 職員別給与簿

１～４ （略） １～４ （略）

５ 給与事務担当者は、勤務時間管理員からの報 ５ 給与事務担当者は、勤務時間管理員からの報

告等に基づき、職員別給与簿の下段の各欄を記 告等に基づき、職員別給与簿の下段の各欄を記

入するものとする。この場合において、次の各 入するものとする。この場合において、次の各

号に掲げる欄については、当該各号に定めると 号に掲げる欄については、当該各号に定めると

ころにより記入するものとする。 ころにより記入するものとする。

一 （略） 一 （略）

二 第４欄 次に定めるところによる。 二 第４欄 次に定めるところによる。

イ （略） イ （略）

ロ 減額される場合においては、次の式によ ロ 減額される場合においては、次の式によ

り計算された金額を記入する。 り計算された金額を記入する。

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき俸給の額）－｛（俸 おいて支給されるべき俸給の額）－｛（俸

給の月額×１２）÷（１週間当たりの勤務 給の月額×１２）÷（１週間当たりの勤務

時間×５２）（円位未満四捨五入）｝（給 時間×５２）（円位未満四捨五入）｝（給

与法附則第８項対象職員にあっては、給与 与法附則第８項対象職員にあっては、給与

法附則第１０項中「算出した給与額」とあ 法附則第１０項中「算出した給与額」とあ

るのは「算出した給与額（俸給の月額に係 るのは「算出した給与額（俸給の月額に係

るものに限る。）」と、「俸給月額並びに るものに限る。）」と、「俸給月額並びに

これに対する地域手当、広域異動手当及び これに対する地域手当、広域異動手当及び

研究員調整手当の月額の合計額」とあるの 研究員調整手当の月額の合計額」とあるの
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は「俸給月額」と、「俸給月額減額基礎額 は「俸給月額」と、「俸給月額減額基礎額

並びにこれに対する地域手当、広域異動手 並びにこれに対する地域手当、広域異動手

当及び研究員調整手当の月額の合計額」と 当及び研究員調整手当の月額の合計額」と

あるのは「俸給月額減額基礎額」と読み替 あるのは「俸給月額減額基礎額」と読み替

えた場合における同項の規定による額）× えた場合における同項の規定による額）×

第２欄の時間数＝第４欄の金額 第２欄の時間数＝第４欄の金額

ただし、給与期間において勤務すべき全 ただし、給与期間において勤務すべき全

時間が介護休暇、短従許可期間、勤務時間 時間が介護休暇、短従許可期間、勤務時間

を割く兼業若しくは欠勤であった場合、又 を割く兼業若しくは欠勤であった場合、又

は俸給から減額すべき金額がその介護休暇 は俸給から減額すべき金額がその介護休暇

、介護時間、短従許可期間、育児時間、勤 、短従許可期間、育児時間、勤務時間を割

務時間を割く兼業、勤務時間内法科大学院 く兼業、勤務時間内法科大学院派遣法第４

派遣法第４条派遣若しくは欠勤があった給 条派遣若しくは欠勤があった給与期間に対

与期間に対する俸給の額より大であるか又 する俸給の額より大であるか又はこれに等

はこれに等しい場合は、次の式により計算 しい場合は、次の式により計算された金額

された金額を記入する。 を記入する。

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき俸給の額）－（その おいて支給されるべき俸給の額）－（その

介護休暇、介護時間、短従許可期間、育児 介護休暇、短従許可期間、育児時間、勤務

時間、勤務時間を割く兼業、勤務時間内法 時間を割く兼業、勤務時間内法科大学院派

科大学院派遣法第４条派遣又は欠勤があっ 遣法第４条派遣又は欠勤があった給与期間

た給与期間に対する俸給の額）＝第４欄の に対する俸給の額）＝第４欄の金額

金額

三 第６欄 地域手当又は研究員調整手当の月 三 第６欄 地域手当又は研究員調整手当の月

額を記入する。ただし、これらの給与が同時 額を記入する。ただし、これらの給与が同時

に支給される場合にはその合計額を記入し、 に支給される場合にはその合計額を記入し、

研究員調整手当の月額をこの欄の上部に括弧 研究員調整手当の月額をこの欄の上部に括弧

書で記入するものとし、次に掲げる場合には 書で記入するものとし、次に掲げる場合には

、それぞれの方法により求められた金額を記 、それぞれの方法により求められた金額を記

入する。 入する。

イ （略） イ （略）

ロ 広域異動手当が支給される職員について ロ 広域異動手当が支給される職員について

減額される場合は、次の式により計算され 減額される場合は、次の式により計算され

た金額 た金額

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき地域手当及び研究員 おいて支給されるべき地域手当及び研究員

調整手当の額）－｛（地域手当及び研究員 調整手当の額）－｛（地域手当及び研究員

調整手当（いずれも俸給の月額に係るもの 調整手当（いずれも俸給の月額に係るもの

に限る。）の月額×１２）÷（１週間当た に限る。）の月額×１２）÷（１週間当た

りの勤務時間×５２）（円位未満四捨五入 りの勤務時間×５２）（円位未満四捨五入

）｝（給与法附則第８項対象職員にあって ）｝（給与法附則第８項対象職員にあって

は、給与法附則第１０項中「算出した給与 は、給与法附則第１０項中「算出した給与

額」とあるのは「算出した給与額（俸給の 額」とあるのは「算出した給与額（俸給の
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月額に対する地域手当及び研究員調整手当 月額に対する地域手当及び研究員調整手当

に係るものに限る。）」と、「俸給月額並 に係るものに限る。）」と、「俸給月額並

びにこれに対する地域手当、広域異動手当 びにこれに対する地域手当、広域異動手当

及び研究員調整手当」とあるのは「俸給月 及び研究員調整手当」とあるのは「俸給月

額に対する地域手当及び研究員調整手当」 額に対する地域手当及び研究員調整手当」

と、「俸給月額減額基礎額並びにこれに対 と、「俸給月額減額基礎額並びにこれに対

する地域手当、広域異動手当及び研究員調 する地域手当、広域異動手当及び研究員調

整手当の月額の合計額」とあるのは「俸給 整手当の月額の合計額」とあるのは「俸給

月額減額基礎額に対する地域手当及び研究 月額減額基礎額に対する地域手当及び研究

員調整手当」と読み替えた場合における同 員調整手当」と読み替えた場合における同

項の規定による額）×第２欄の時間数＝第 項の規定による額）×第２欄の時間数＝第

６欄の金額 ６欄の金額

ただし、前号ロただし書に規定する場合 ただし、前号ロただし書に規定する場合

に該当する場合には、次の式により計算さ に該当する場合には、次の式により計算さ

れた金額 れた金額

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき地域手当及び研究員 おいて支給されるべき地域手当及び研究員

調整手当の額）－（その介護休暇、介護時 調整手当の額）－（その介護休暇、短従許

間、短従許可期間、育児時間、勤務時間を 可期間、育児時間、勤務時間を割く兼業、

割く兼業、勤務時間内法科大学院派遣法第 勤務時間内法科大学院派遣法第４条派遣又

４条派遣又は欠勤があった給与期間に対す は欠勤があった給与期間に対する地域手当

る地域手当及び研究員調整手当（いずれも 及び研究員調整手当（いずれも俸給の月額

俸給の月額に係るものに限る。)の額）＝ に係るものに限る。)の額）＝第６欄の金

第６欄の金額 額

ハ ロに規定する職員以外の職員について減 ハ ロに規定する職員以外の職員について減

額される場合は、次の式により計算された 額される場合は、次の式により計算された

金額 金額

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき地域手当及び研究員 おいて支給されるべき地域手当及び研究員

調整手当の額）－｛第３欄の金額－（当該 調整手当の額）－｛第３欄の金額－（当該

給与期間における俸給の支給定日において 給与期間における俸給の支給定日において

支給されるべき俸給の額－第４欄の金額） 支給されるべき俸給の額－第４欄の金額）

｝＝第６欄の金額 ｝＝第６欄の金額

ただし、前号ロただし書に規定する場合 ただし、前号ロただし書に規定する場合

に該当する場合には、次の式により計算さ に該当する場合には、次の式により計算さ

れた金額 れた金額

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき地域手当及び研究員 おいて支給されるべき地域手当及び研究員

調整手当の額）－（その介護休暇、介護時 調整手当の額）－（その介護休暇、短従許

間、短従許可期間、育児時間、勤務時間を 可期間、育児時間、勤務時間を割く兼業、

割く兼業、勤務時間内法科大学院派遣法第 勤務時間内法科大学院派遣法第４条派遣又

４条派遣又は欠勤があった給与期間に対す は欠勤があった給与期間に対する地域手当

る地域手当及び研究員調整手当（いずれも 及び研究員調整手当（いずれも俸給の月額

 
17



俸給の月額に係るものに限る。）の額）＝ に係るものに限る。）の額）＝第６欄の金

第６欄の金額 額

四 第７欄 広域異動手当の月額を記入する。 四 第７欄 広域異動手当の月額を記入する。

ただし、次に掲げる場合には、それぞれの方 ただし、次に掲げる場合には、それぞれの方

法により求められた金額を記入する。 法により求められた金額を記入する。

イ （略） イ （略）

ロ 減額される場合は、次の式により計算さ ロ 減額される場合は、次の式により計算さ

れた金額 れた金額

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき広域異動手当の額） おいて支給されるべき広域異動手当の額）

－{第３欄の金額－（当該給与期間におけ －{第３欄の金額－（当該給与期間におけ

る俸給の支給定日において支給されるべき る俸給の支給定日において支給されるべき

俸給の額－第４欄の金額）－（当該給与期 俸給の額－第４欄の金額）－（当該給与期

間における俸給の支給定日において支給さ 間における俸給の支給定日において支給さ

れるべき地域手当及び研究員調整手当の額 れるべき地域手当及び研究員調整手当の額

－第６欄の金額）}＝第７欄の金額 －第６欄の金額）}＝第７欄の金額

ただし、第２号ロただし書に規定する場 ただし、第２号ロただし書に規定する場

合に該当する場合には、次の式により計算 合に該当する場合には、次の式により計算

された金額 された金額

（当該給与期間における俸給の支給定日に （当該給与期間における俸給の支給定日に

おいて支給されるべき広域異動手当の額） おいて支給されるべき広域異動手当の額）

－（その介護休暇、介護時間、短従許可期 －（その介護休暇、短従許可期間、育児時

間、育児時間、勤務時間を割く兼業、勤務 間、勤務時間を割く兼業、勤務時間内法科

時間内法科大学院派遣法第４条派遣又は欠 大学院派遣法第４条派遣又は欠勤があった

勤があった給与期間に対する広域異動手当 給与期間に対する広域異動手当（俸給の月

（俸給の月額に係るものに限る。）の額） 額に係るものに限る。）の額）＝第７欄の

＝第７欄の金額 金額

五～十六 （略） 五～十六 （略）

６～９ （略） ６～９ （略）

第５～第１０ （略） 第５～第１０ （略）
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勤務時間法の改正に伴う人事院規則及び事務総長通達の一部改正について

（介護時間の創設等に伴う給与の取扱い関係）

平成２８年１１月

Ⅰ 改正等の概要

１ 俸給関係

⑴ 人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）及び給実甲第326号（人事

院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用について）の一部改正

規則：Ｐ1～Ｐ3、参考資料：Ｐ21～Ｐ24

昇給区分の決定に当たって、昇給の勤務成績判定期間における要勤務日数の６

分の１以上の日数を勤務していない場合は下位の昇給区分に決定することとされ

ているが、新たに創設される介護時間の承認を受けて勤務しなかった時間につい

ては、人事院規則９―８第37条第４項第１号及び第２号の「人事院の定める事由」

に追加することにより、「勤務していない日数」として取り扱わないこととし、

あわせて、育児休業及び介護休暇も同様の取扱いとするよう規定を改正する。

［通達第37条関係第12項］

当該昇給に係る措置及び育児休業の復職時調整の換算率を踏まえ、介護休暇に

ついても換算率を現行の「２分の１以下」から「３分の３以下」に改正する。

［規則別表第８］

※ このほか、平成28年人事院指令14―１（平成28年熊本地震の被害に伴う職員の職務に

専念する義務の免除に関する臨時措置について）の廃止に併せ、今後、同様の措置によ

り職務専念義務の免除を承認された期間については昇給区分の決定に当たって「勤務し

ていない日数」として取り扱わないこととするよう規定を整備する。 ［通達第37条関

係第12項］

⑵ 給実甲第576号（給与簿等の取扱いについて）の一部改正

通達：Ｐ13～Ｐ18

介護時間の承認を受けて勤務しなかった時間について、勤務一時間当たりの給

与額の減額の対象とするよう規定を整備する。

［第１～第４］

２ 手当関係

人事院規則９―40（期末手当及び勤勉手当）及び給実甲第220号（期末手当及び

勤勉手当の支給について）の一部改正

規則：Ｐ4～Ｐ6、通達：Ｐ7～Ｐ8

介護時間の承認を受けて勤務しなかった期間が30日を超える場合には、その勤務

しなかった全期間を勤勉手当の勤務期間から除算する。あわせて、介護時間の取扱

いとの均衡を考慮して、育児時間についても同じ取扱いとなる改正を行う。

［規則第11条］
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介護時間を取得した職員に係る期末手当及び勤勉手当の計算の基礎となる給与月

額については、介護時間の取得により減額される前の給与月額を用いることを定め

る等の改正を行う。

［通達第２項第２号等］

Ⅱ 公布（発出）日・施行日

公布（発出）日は、平成28年12月１日とし、平成29年１月１日から施行する。

以 上
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育
児
休
業
を
規
則
９
－
８
第

37
条
第
４
項
第
１
号
及
び
第
２
号
の
「
人
事
院
の
定
め
る
事
由
」

と
し
た
場
合
の
運
用
イ
メ
ー
ジ
（
介
護
休
暇
も
同
様
の
取
扱
い
）

※
勤
務
成
績
判
定
期
間
の
全
期
間
に
お
い
て
育
児
休
業
等
に
よ
り
勤
務
し
な
か
っ
た
場
合
（
派
遣
等
の
期
間
が
あ
る
場
合
で
、
派
遣
先

等
で
の
取
組
状
況
等
に
よ
り
勤
務
成
績
を
判
定
で
き
る
場
合
は
除
く
）
に
つ
い
て
は
、
勤
務
成
績
の
判
定
が
で
き
な
い
た
め
、
昇
給
し

な
い
こ
と
と
な
る
こ
と
に
留
意

→
昇
給
区
分
の
決
定
は
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
規
則
９
－
８
第

37
条
第
４
項
は
適
用
さ
れ
な
い
。

留
意
点

育
児
休
業

1/
1

H
30

H
31

1/
1

昇
給
区
分
Ｃ

(４
号
俸

)

勤
務
成
績
判
定
期
間
②

H
30

.1
0.

1～
H

31
.9

.3
0

→
勤
務
実
績
な
し

※
勤
務
成
績
の
判
定
が
で
き
な
い
こ
と

か
ら
昇
給
区
分
の
決
定
が
で
き
な
い

た
め
、
復
職
時
調
整
で
号
俸
を
調
整

H
32

1/
1

3/
31

H
33 1/

1
7/

1

勤
務
成
績
判
定
期
間

H
28

.1
0.

1～
H

29
.9

.3
0

→
通
常
勤
務

勤
務
成
績
判
定
期
間
①

H
29

.1
0.

1～
H

30
.9

.3
0

→
一
部
勤
務
実
績
あ
り
（
約
９
月
間

)

※
給
実
甲
第

32
6号

第
37
条
関
係
第

11
項
に
よ

り
勤
務
成
績
を
総
合
勘
案
し
昇
給
区
分
を
決
定

昇
給
区
分
Ａ

(８
号
俸

)
昇
給
し
な
い

→
復
職
時
調
整

(４
号
俸

)

昇
給
区
分
Ｂ

(６
号
俸

)

勤
務
成
績
判
定
期
間
③

H
31

.1
0.

1～
H

32
.9

.3
0

→
一
部
勤
務
実
績
あ
り

(６
月
間

)

※
給
実
甲
第

32
6号

第
37
条
関
係
第

11
項
に
よ
り
勤
務
成
績
を
総
合
勘

案
し
昇
給
区
分
を
決
定

「
勤
務
し
て
い
な
い
日
数
」

と
し
て
取
り
扱
わ
な
い

H
29

10
/1

10
/1

10
/1

10
/1

勤
務
成
績
判
定
期
間
①

勤
務
成
績
判
定
期
間
②

勤
務
成
績
判
定
期
間
③

「
勤
務
し
て
い
な
い
日
数
」

と
し
て
取
り
扱
わ
な
い

規
則
９
－
８
第

37
条
第
４
項
は
適
用

さ
れ
な
い
。
※
下
記
留
意
点
を
参
照
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勤
務
成
績
判
定
期
間

育
児
休
業

施
行
日
（

H
29

.1
.1
）
前
か
ら
育
児
休
業
を
取
得
し
て
い
る
場
合
の
適
用
イ
メ
ー
ジ

10
/1

1/
1

H
29

H
30

10
/1

H
28

1/
1

施
行
日
前
の
育
児
休
業
取
得
期

間
が
要
勤
務
日
数
の

1/
6以

上
と
な
る
た
め
一
律
に
昇
給
区
分

Ｄ
と
な
る
。

4/
1

「
勤
務
し
て
い
な
い
日
数
」

と
し
て
取
り
扱
う

※
復
職
時
調
整

→
換
算
率
：
「

10
0分

の
10

0以
下
」

→
調
整
期
間
：
３
月

×
10

0/
10

0＝
３
月

「
勤
務
し
て
い
な
い
日
数
」

と
し
て
取
り
扱
わ
な
い

※
復
職
時
調
整

→
換
算
率
：
「

10
0分

の
10

0以
下
」

→
調
整
期
間
：
３
月

×
10

0/
10

0＝
３
月

H
29

.1
.1
の
昇
給
に
つ

い
て
は
、
従
前
の
取
扱

い
と
な
る
。

※
取
得
開
始
日
が

11
月

1日
後
で
あ
る
場
合
に
は
影
響
は
生
じ
な
い
。

（
要
勤
務
日
数
の

6分
の
１
以
上
勤
務
し
て
い
る
た
め
）

勤
務
実
績
あ
り

６
月

４
号
俸

×
12

/1
2月

昇
給
区
分
Ｄ

復
職
時
調
整

(４
号
俸

)

復
職
時
調
整

(６
・
８
号
俸

)

個
別
協
議

（
下
記
留
意
点
を
参
照
）

施
行
日

育
児
休
業
取
得
者
の
勤
務
成
績
を
踏
ま
え
、
各
府
省
が
昇
給
区
分
Ａ
又
は
Ｂ
と
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
考
え
る
と
き
は
、
復
職
時
調
整
時
の

個
別
協
議
が
必
要

〇
号
俸
の
イ
メ
ー
ジ

＜
昇
給
区
分
Ａ
の
場
合
＞
８
号
俸

×
12
月
／

12
月
＝
８
号
俸

＜
昇
給
区
分
Ｂ
の
場
合
＞
６
号
俸

×
12
月
／

12
月
＝
６
号
俸

注
）
こ
の
場
合
に
お
い
て
上
位
区
分
を
適
用
す
る
際
も
、
規
則
９
－
８
第

37
条
第
６
項
の
「
人
事
院
の
定
め
る
割
合
」
に
お
お
む
ね
合
致
し
て
い
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

留
意
点
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４
号
俸

×
10

.5
/1

2月

勤
務
成
績
判
定
期
間

全
日
連
続
型
介
護
休
暇

施
行
日
（
Ｈ

29
.1

.1
）
前
か
ら
介
護
休
暇
を
取
得
し
て
い
る
場
合
の
適
用
イ
メ
ー
ジ

10
/1

1/
1

H
29

H
30

10
/1

H
28

1/
1

昇
給
区
分
Ｄ

復
職
時
調
整

(３
号
俸

)

4/
1

「
勤
務
し
て
い
な
い
日
数
」

と
し
て
取
り
扱
う

※
復
職
時
調
整

→
換
算
率
：
「
２
分
の
１
以
下
」

→
調
整
期
間
：
３
月

×
1/

2＝
1.

5月

「
勤
務
し
て
い
な
い
日
数
」

と
し
て
取
り
扱
わ
な
い

※
復
職
時
調
整

→
換
算
率
：
「
３
分
の
３
以
下
」

→
調
整
期
間
：
３
月

×
3/

3＝
３
月

施
行
日

※
取
得
開
始
日
が

11
月

1日
後
で
あ
る
場
合
に
は
影
響
は
生
じ
な
い
。

（
要
勤
務
日
数
の

6分
の
１
以
上
勤
務
し
て
い
る
た
め
）

復
職
時
調
整

(５
・
７
号
俸

)

勤
務
実
績
あ
り

６
月

施
行
日
前
の
介
護
休
暇
取
得
期
間

が
要
勤
務
日
数
の

1/
6以

上
と
な
る

た
め
一
律
に
昇
給
区
分
Ｄ
と
な
る
。

H
29

.1
.1
の
昇
給
に
つ

い
て
は
、
従
前
の
取
扱

い
と
な
る
。

個
別
協
議

（
下
記
留
意
点
を
参
照
）

介
護
休
暇
取
得
者
の
勤
務
成
績
を
踏
ま
え
、
各
府
省
が
昇
給
区
分
Ａ
又
は
Ｂ
と
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
考
え
る
と
き
は
、
復
職
時
調
整
時
の

個
別
協
議
が
必
要

〇
号
俸
の
イ
メ
ー
ジ

＜
昇
給
区
分
Ａ
の
場
合
＞
８
号
俸

×
10

.5
月
／

12
月
＝
７
号
俸

＜
昇
給
区
分
Ｂ
の
場
合
＞
６
号
俸

×
10

.5
月
／

12
月
＝
５
号
俸

注
）
こ
の
場
合
に
お
い
て
上
位
区
分
を
適
用
す
る
際
も
、
規
則
９
－
８
第

37
条
第
６
項
の
「
人
事
院
の
定
め
る
割
合
」
に
お
お
む
ね
合
致
し
て
い
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

留
意
点
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１．勤務成績判定期間中において勤務実績がある場合

（例１）　昇給評語（直近の能力評価及び直近の連続した２回の業績評価の全体評語）が全てある場合

（昇給日）

勤務 勤務

　
注）「除算しない」とは、「勤務していない日数」として取り扱わないことを指す（以下同じ）

（例２）　昇給評語の一部がない場合（総合勘案）　

　

（例３）　昇給評語の全部がない場合（総合勘案）　

　

（例４）　「人事院の定める事由」以外で６分の１以上の日数を勤務していない場合　

要勤務日数の1/6以上 　
注）「除算する」とは、「勤務していない日数」として取り扱うことを指す

２．勤務成績判定期間中において勤務実績がない場合　

（例５）

勤務

（例６）

勤務

10.1 H31.1.1

昇給しない

D

育児休業・介護休暇を｢人事院の定める事由｣とした場合の参考例

勤務成績判定期間（以下同じ）

復職時調整なし

復職時調整なし

復職時調整なし

派遣等（除算しない）

昇給区分
A　～　E

昇給区分
A　～　E

昇給区分
A　～　E

昇給区分

H31.1.1

勤務（良好）
引き続く病気休暇

（除算する）
勤務（良好）

H29.10.1 H30.1.1 4.1 7.1 10.1

H31.1.14.1 7.1

H31.1.1

勤務育児休業（除算しない）

H29.10.1 H30.1.1 4.1 10.1

介護休暇（除算しない） 介護休暇（除算しない）

H29.10.1 H30.1.1 10.1

※４号俸×6/12月＝２号俸

※４号俸×10/12月＝３号俸

H29.10.1 H30.1.1 10.1

介護休暇

昇給しない

育児休業

病気休暇・病気休職

復職時調整４号俸

H29.10.1 H30.1.1

※４号俸×12/12月＝４号俸

　※勤務成績の判定ができないため昇給区分の決定はされない

　※勤務成績の判定ができないため昇給区分の決定はされない

派遣先での取組状況等、勤務成績を判定するに足りると認められる事実がある場合
（勤務成績の判定ができない場合は昇給しない）

H31.1.1

復職時調整３号俸

復職時調整２号俸

H31.1.1

育児休業（除算しない）

H29.10.1 H30.1.1 4.1 10.1

育児休業（除算しない）
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